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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第86期 

第３四半期連結 
累計期間 

第87期 
第３四半期連結 

累計期間 
第86期 

会計期間 

自平成26年 
 ４月１日 
至平成26年 
 12月31日 

自平成27年 
 ４月１日 
至平成27年 
 12月31日 

自平成26年 
 ４月１日 
至平成27年 
 ３月31日 

売上高 （千円） 17,318,293 18,446,449 24,398,033 

経常利益 （千円） 1,211,669 990,633 1,831,563 

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益 
（千円） 814,070 567,832 1,313,871 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 2,029,121 △185,642 5,607,523 

純資産額 （千円） 47,385,151 50,180,394 50,963,454 

総資産額 （千円） 59,074,166 62,308,968 63,252,865 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額 
（円） 27.27 19.02 44.01 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 80.2 80.5 80.5 

 

回次
第86期

第３四半期連結
会計期間

第87期
第３四半期連結

会計期間

会計期間

自平成26年
 10月１日
至平成26年
 12月31日

自平成27年
 10月１日
至平成27年
 12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 5.77 3.51 

 （注）１．売上高には、消費税等は含んでおりません。

２．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当第３四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

 当第３四半期連結累計期間より、中川工程顧問（上海）有限公司を買収により取得したため、同社を連結の範囲に

含めております。なお、セグメント情報には、その他に含めて表示しております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）

等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

 

(1）業績の状況

 当第３四半期連結累計期間における世界経済は、堅調な米国経済が牽引したものの、中国経済の減速懸念とこ

れを契機とした株式市場の不安定化並びに原油安が中東産油国をはじめとする新興国経済にマイナス影響を及ぼ

すなど、不透明な状況で推移いたしました。 

 一方、わが国経済は、雇用・所得環境の着実な改善を背景に、個人消費は底堅く推移しているほか、企業収益

に改善が見られるとともに設備投資需要の持ち直しもあり、緩やかな回復傾向で推移いたしました。 

 このような状況の中、当社グループにおきましては、国内設備投資需要の取り込みや海外プラント案件へ注力

するとともに、中期経営計画「Ｇ－１４」における成長戦略として国内外の営業拠点整備や積極的な人材投資を

進めました。 

 以上の結果、当社グループの内部取引消去後の受注高は、船舶、機械金属、電力向けで好調であった熱交換器

事業が増加したものの、生活産業機器事業での輸液、染色関連やバルブ事業の化学、環境向け等が減少したこと

並びにその他事業の国内大口案件が減少したことから、19,060百万円（前年同期比98.8％）となりました。 

 売上高は、熱交換器事業での海外大口プラント案件の売上計上や中小型の汎用機種の売上拡大、バルブ事業の

海外売上の回復等があり、18,446百万円（同106.5％）となりました。 

 利益面では、円安による競争力改善等があったものの、海外案件で一部低採算案件があったことや人材投資に

よる固定費増加、その他事業において中国子会社の採算悪化及び国内子会社の売上減少による利益低下等があ

り、営業利益は791百万円（同98.4％）となりました。経常利益は海外現地通貨の下落による為替差損を計上し

たこともあり、990百万円（同81.8％）となりました。親会社株主に帰属する四半期純利益は、本社移転費用を

特別損失に計上したこともあり、567百万円（同69.8％）となりました。 

 当第３四半期連結累計期間のセグメント別業績（※１）は次のとおりであります。 

                                  〔単位：百万円/（前年同期比）〕

  熱交換器事業 生活産業機器事業 バルブ事業 その他事業

受注高 9,135（104.0％） 6,876（ 97.7％） 2,520（ 95.6％） 1,725（ 91.3％）

売上高 8,934（118.5％） 6,352（ 94.1％） 2,550（104.8％） 1,769（103.1％）

セグメント損益 649（160.4％） 344（ 81.3％） 22（   ※2） △172（   ※2）

 ※１．セグメント別の受注高・売上高はセグメント間の内部取引消去前の金額であります。 

 ※２．バルブ事業の前年同期は△1百万円、その他事業の前年同期は△37百万円であります。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3）研究開発活動

 当第３四半期連結累計期間においては受託研究活動が中心であり、「研究開発費に係る会計基準」に定める研

究開発にあたるものはありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 129,020,000

計 129,020,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年２月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 32,732,800 32,732,800
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 32,732,800 32,732,800 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年10月１日～

平成27年12月31日
－ 32,732,800 － 4,150,000 － 5,432,770

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成27年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  2,876,800 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 29,832,000 298,320 －

単元未満株式 普通株式     24,000 － －

発行済株式総数 32,732,800 － －

総株主の議決権 － 298,320 －

 （注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式2,000株が含まれており、

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数20個が含まれております。

    ２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式66株が含まれております。

②【自己株式等】

平成27年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社日阪製作所
大阪市北区曾根崎二

丁目12－７
2,876,800 － 2,876,800 8.78

計 － 2,876,800 － 2,876,800 8.78

 

２【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。 

役職の異動 

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

取締役
生活産業機器事業本部本部長

兼九州支店管掌

取締役
生活産業機器事業本部本部長

竹 下 好 和 平成27年10月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成27年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 9,237,357 8,600,684 

受取手形及び売掛金 8,628,723 ※３ 8,701,405 

有価証券 1,002,896 1,001,749 

商品及び製品 1,884,515 1,934,625 

仕掛品 1,764,976 2,066,232 

原材料及び貯蔵品 1,101,721 1,061,960 

繰延税金資産 501,329 372,544 

その他 1,136,248 1,415,300 

貸倒引当金 △3,038 △3,245 

流動資産合計 25,254,728 25,151,258 

固定資産    

有形固定資産    

建物（純額） 7,757,406 7,471,429 

機械及び装置（純額） 2,046,186 1,820,335 

その他（純額） 2,215,596 2,476,238 

有形固定資産合計 12,019,189 11,768,003 

無形固定資産    

ソフトウエア 158,516 156,040 

のれん － 149,420 

その他 116,981 131,162 

無形固定資産合計 275,497 436,622 

投資その他の資産    

投資有価証券 22,628,658 21,847,029 

長期貸付金 580,000 580,000 

退職給付に係る資産 1,546,082 1,654,920 

その他 1,541,356 1,463,418 

貸倒引当金 △592,648 △592,285 

投資その他の資産合計 25,703,450 24,953,083 

固定資産合計 37,998,137 37,157,710 

資産合計 63,252,865 62,308,968 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成27年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 5,379,109 ※３ 6,043,452 

短期借入金 90,000 － 

未払法人税等 100,337 21,303 

製品保証引当金 213,732 185,252 

賞与引当金 467,347 245,472 

その他 1,572,322 1,199,505 

流動負債合計 7,822,848 7,694,986 

固定負債    

繰延税金負債 4,402,860 4,316,390 

退職給付に係る負債 56,387 59,266 

その他 7,314 57,930 

固定負債合計 4,466,562 4,433,587 

負債合計 12,289,411 12,128,573 

純資産の部    

株主資本    

資本金 4,150,000 4,150,000 

資本剰余金 8,814,450 8,814,450 

利益剰余金 30,488,470 30,459,182 

自己株式 △2,406,578 △2,406,874 

株主資本合計 41,046,342 41,016,758 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 8,867,164 8,619,110 

繰延ヘッジ損益 △5,621 587 

為替換算調整勘定 478,259 149,813 

退職給付に係る調整累計額 563,478 381,317 

その他の包括利益累計額合計 9,903,281 9,150,828 

非支配株主持分 13,830 12,807 

純資産合計 50,963,454 50,180,394 

負債純資産合計 63,252,865 62,308,968 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年12月31日) 

売上高 17,318,293 18,446,449 

売上原価 13,768,894 14,570,899 

売上総利益 3,549,399 3,875,550 

販売費及び一般管理費 2,745,509 3,084,237 

営業利益 803,889 791,312 

営業外収益    

受取利息 40,233 74,224 

受取配当金 217,338 199,785 

為替差益 142,875 － 

その他 24,363 15,178 

営業外収益合計 424,811 289,187 

営業外費用    

支払利息 2,626 1,043 

持分法による投資損失 8,587 3,489 

為替差損 － 82,587 

その他 5,817 2,747 

営業外費用合計 17,031 89,866 

経常利益 1,211,669 990,633 

特別損失    

固定資産除売却損 2,995 7,211 

本社移転費用 － 38,539 

特別損失合計 2,995 45,751 

税金等調整前四半期純利益 1,208,673 944,881 

法人税、住民税及び事業税 53,803 156,866 

法人税等調整額 339,085 221,205 

法人税等合計 392,888 378,071 

四半期純利益 815,784 566,809 

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△） 
1,714 △1,022 

親会社株主に帰属する四半期純利益 814,070 567,832 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年12月31日) 

四半期純利益 815,784 566,809 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 1,223,507 △248,053 

繰延ヘッジ損益 △22,019 6,208 

為替換算調整勘定 81,695 △327,571 

退職給付に係る調整額 △71,347 △182,160 

持分法適用会社に対する持分相当額 1,501 △875 

その他の包括利益合計 1,213,336 △752,452 

四半期包括利益 2,029,121 △185,642 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 2,027,407 △184,619 

非支配株主に係る四半期包括利益 1,714 △1,022 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

・連結の範囲の重要な変更

 第１四半期連結会計期間より、中川工程顧問（上海）有限公司を買収したため、連結の範囲に含めておりま

す。 

 

（会計方針の変更）

 （企業結合に関する会計基準等の適用） 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社

の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用とし

て計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分

から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累

計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点か

ら将来にわたって適用しております。 

 なお、この変更に伴う当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与え

る影響は軽微であります。また、当第３四半期連結会計期間末の資本剰余金に与える影響はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１ 受取手形割引高

 
前連結会計年度 

（平成27年３月31日） 
当第３四半期連結会計期間 
（平成27年12月31日） 

受取手形割引高 2,311千円 1,188千円 

輸出受取手形割引高 177,649 152,650 

 

２ その他の偶発債務 

 当社は、平成27年11月２日付で天満労働基準監督署より時間外労働等に関する是正勧告を受け、現在勧告内

容の精査及び実態調査を進めております。

 当第３四半期連結会計期間末においては、今後の労働組合との折衝もあり、当該勧告による追加負担等を合

理的に見積ることが困難であるため、当社グループの経営成績及び財政状態に与える影響は明らかではありま

せん。

 

※３ 四半期連結会計期間末日満期手形 

 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日で

したが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額

は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成27年12月31日）

受取手形 －千円 97,219千円

支払手形 － 6,165

 

（四半期連結損益計算書関係）

該当事項はありません。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成26年４月１日
至  平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成27年４月１日
至  平成27年12月31日）

減価償却費 825,450千円 800,132千円

のれんの償却額 － 50,752

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年12月31日）

１．配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額 
（千円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月14日 

取締役会
普通株式 298,581 10  平成26年３月31日  平成26年６月９日 利益剰余金

平成26年11月11日 

取締役会
普通株式 298,566 10  平成26年９月30日  平成26年12月４日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

 該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年12月31日）

１．配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額 
（千円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月14日 

取締役会
普通株式 298,561 10  平成27年３月31日  平成27年６月８日 利益剰余金

平成27年11月11日 

取締役会
普通株式 298,559 10  平成27年９月30日  平成27年12月３日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

 該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 

  熱交換器 
生活産業 
機器 

バルブ 計 

売上高            

外部顧客への売上高 6,712,353 6,710,032 2,316,206 15,738,592 1,579,701 17,318,293 

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

827,255 44,012 117,375 988,643 136,363 1,125,007 

計 7,539,608 6,754,045 2,433,582 16,727,236 1,716,065 18,443,301 

セグメント利益又は 
セグメント損失（△） 

405,221 423,613 △1,492 827,342 △37,155 790,186 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、サニタリーバルブの製造販

売、エンジニアリング事業、海外拠点における事業及び発電事業であります。 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 827,342

「その他」の区分の利益 △37,155

のれんの償却額 －

棚卸資産の調整額 △12,545

その他の調整額 26,248

四半期連結損益計算書の営業利益 803,889

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 

  熱交換器 
生活産業 
機器 

バルブ 計 

売上高            

外部顧客への売上高 8,126,371 6,325,804 2,453,468 16,905,644 1,540,805 18,446,449 

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

808,217 26,443 96,634 931,295 228,359 1,159,654 

計 8,934,589 6,352,247 2,550,102 17,836,939 1,769,164 19,606,103 

セグメント利益又は 
セグメント損失（△） 

649,974 344,505 22,105 1,016,585 △172,582 844,002 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、サニタリーバルブの製造販

売、エンジニアリング事業、海外拠点における事業及び発電事業であります。 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 1,016,585

「その他」の区分の利益 △172,582

のれんの償却額 △50,752

棚卸資産の調整額 △1,205

その他の調整額 △732

四半期連結損益計算書の営業利益 791,312

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 「その他」セグメントにおいて、中川工程顧問（上海）有限公司を買収し、連結の範囲に含めたことによ

り、のれんを計上しております。当第３四半期連結累計期間において、当該事象によるのれんの増加額は

149,420千円であります。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 27円27銭 19円02銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（千円） 814,070 567,832

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 814,070 567,832

普通株式の期中平均株式数（株） 29,856,783 29,855,987

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

(1）決算日後の状況

 平成27年11月11日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額………………………298,559千円

（ロ）１株当たりの金額……………………………………10円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日……………平成27年12月３日

 （注）平成27年９月30日現在の最終の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行いました。

 

(2）その他

 天満労働基準監督署による時間外労働等に関する是正勧告につきましては、「注記事項 四半期連結貸借対照表

関係 ２ その他の偶発債務」に記載しているとおりであります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年２月10日

株式会社日阪製作所 

取締役会 御中 

 

太陽有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 野村 利宏  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 池田 哲雄  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社日阪製

作所の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社日阪製作所及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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